第4回県立療育福祉センター（肢体不自由児施設）の今後のあり方を考える会　議事要旨
○　日　時：平成21年6月30日
○　場　所：高知共済会館　３Ｆ「赤帝」

１　開　会　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
２　地域福祉部長挨拶　　　　　　　＜＜　省　　略　＞＞　　　　　　　　　　　　　　　　　
※　新規就任委員の紹介

※　設置要綱の一部改正について事務局より説明

※　事務局自己紹介
３　議　事　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（１）　療育福祉センターの在宅支援について

※　事務局から資料に沿って「療育福祉センターの在宅支援について」説明

（委員）

地域の医療機関との連携の取り組みについて、具体的にどこがどの段階なのか分からなかった。実際にPTやOT、STは全県下に広がってきているが、公的な幡多けんみん病院以外で、民間で協力を得られる医療機関があるのか。

（療育福祉センター）

　幡多けんみん病院で現在2カ月に1回、当センターにいた医師が診察しており、そこで受診した子どもたちが四万十市の森下病院でリハビリを継続して受けている。人数的には、40数名が登録していると伺っている。
　東部は、まだ熟度が高まっていないものの、そこでリハビリを受けられるような体制が出来つつある。

資料の中の○印の所は理学療法士等の先輩、後輩などといった関係を通じて何とか協力を得たいところ。そうすると、各圏域に一つはできる。
▽の所については全く何もできていないが、こういった所にもあると県下を網羅するので、地域で生活する人たちにとっては非常にいいのではないか。

（会長）

幡多けんみん病院でリハビリをやるという話にはならないのか。

（療育福祉センター）

幡多けんみん病院の役割として、継続して外来で行くことは積極的にはできない状況。従って、医師の紹介により、森下病院でリハビリを受けてもらっている。
（委員）

　肢体不自由児通園施設の定員20名というのは、一日あたり20人ということで、登録はもっと多くてもかまわないということか。年齢は小学校に行くまでだと思うが、乳児も想定しているのか。また、日ごろ保育所に通っていて、週に何回か利用することもかまわないのか。送迎についてはどうか。

（療育福祉センター）

　例えば30、40名の契約者がいても、一日の定員が20人という考え方。
基本的に、就学前の子ども、乳幼児を対象に考えているので、乳児についても、今後、希望があれば受け入れたいと思う。
保育所に行きながら週に1回、月に2回など、いろんなパターンで通っていただく。受給者証で一月あたりの上限があるので、その上限までは何回来てもらっても構わない。
送迎については、親子通園が基本であるため考えていない。

（委員）

資料の地域訪問のイメージ図には、現実に地域を訪問して、指導、助言、市町村へはコーディネートの人材育成と書かれているが、療育福祉センターだけで、アドバイスをして完結できるのか。どこかと連携を取るのか。

（療育福祉センター）

　療育福祉センターだけでできることではない。現実は、福祉保健所でケースの拾い出しをしてもらい、市町村の担当者と一緒に、家に行ったり、子どもが通う学校に行って、校長先生や担任の先生、あるいは教育委員会など、関係する機関の人に集まってもらい、プランを立てていく。その中に我々が専門的なアドバイスをし、実際の利用場面まで一緒にやっていく。

（会長）

　資料では地域の医療機関の医師による診察とあるが、専門性のある小児科医、あるいは整形外科医がいないと難しい。

（療育福祉センター）

　医師に関しては一番の問題で、非常にデリケートな部分がある。専門性のある整形外科医とか小児科医が一番望ましいので、そこのところは、これからきちんとやっていかなければならない。

（委員）

定期訪問に月一回程度、各地域に出ることとなるが、センターの職員に負担がかかることはないか。

（療育福祉センター）

リハビリテーション部だけで言うと、14名のPT、OP、STがいるが、センターのリハビリの実施数は、若干減少傾向にある。そうした現状で、減ってきている部分のマンパワーを地域支援に使っていきたいと考えているので、負担になることにはならないと考えている。

（委員）

　地域支援の取り組みは、障害児、肢体不自由児が対象ということで、それぞれ年齢の上限があるかと思うが、その上限の年齢を超えた人たちへの取り組みはどうなるのか。
（療育福祉センター）

　国が児童福祉法、障害者自立支援法の改正を行うこととしており、18歳未満の子どもたちについては、基本的に児童福祉法に一元化される。そういった状況で、通園については、就学前の子どもを対象に取り組みを考え、地域支援については、児童福祉法の対象となる18歳未満の子どもを対象に考えている。当センターが一番専門性の高い分野と思っているのは子どもに対する支援であり、そういったところで一定、社会性、協調性、コミュニケーション、いろんなものを育て、成人の施設や病院へつなげていきたいと考えている。

（２）　児童福祉法改正案の概要
※　事務局から資料に沿って「児童福祉法改正案の概要」について説明

（委員）

　改正案では、重症心身障害児通園事業が福祉型児童発達支援センターに分類され、肢体不自由児通園施設が医療型児童発達支援センターに分類されている。重症心身障害児というのは、重度の肢体不自由と重度の知的障害が重複するものだが、重複する方が福祉型になって、単独の肢体不自由の方が医療型。これは妙に理解ができない。

（障害保健福祉課）

　医療保険に基づく診療報酬と、福祉サービス分と併せて支給される事業が医療型ということ。現在の重症心身障害児の施設では、診療報酬と、福祉サービス費の二本立てで運営をしているが、そういったものについては医療型ということ。肢体不自由児の通園施設についても診療報酬プラス障害福祉サービス費といった構成になっているので医療型。

　一方、重症心身障害児の通園事業は、診療報酬とは関係ない、国の補助金で運営をしているので、制度としては福祉型ということ。単純に、診療報酬がセットになっているか、なってないかの違い。

（委員）

　重心の通園事業は、新しい体系に移ってもやっぱり補助金で運営することになるのか。

（障害保健福祉課）

　新しい体系に移ると、個別給付ということになり、障害福祉サービス費あるいは障害児のサービス費が支給される。

（地域福祉部長）

　重心通園は今まで補助事業でやっていたから、今までの支払い区分からいくと福祉型に整理されるが、それでいいのかという話。これは、現状からするとおかしいのではないかという意見があれば、国に伝えていかないといけない。

（委員）
　短期入所について、例えば、感染症が施設で蔓延した時などは、利用を断らざるを得ない場合があり、一施設ではどうしようもない。ここを、療育福祉センターで他の施設、療護施設なども含めて、調整機能を果たしてもらうことができないか。本当に困った事情が生じた時には、どこかで預かってもらうような、調整もお願いできないかと思う。

（療育福祉センター）
そうした場合に、どこが受け入れをするのか、療育福祉センターも短期入所をやっているので、一緒に考えていかないといけない問題だ。これから、連携しながらそういう話もさしていただきたいと思っている。
（会長）
今日を含めて４回、療育福祉センターの医療機能のあり方、入所等のあり方、在宅児者への支援のあり方について検討してきた。
結論として、入所者の減少、あるいは医師確保の難しさというようなことも勘案して、診療所化ということになった。今日で、あり方委員会としての議論は終わりに近づいたのではないかと思うが、ほかに、何か検討しておくべき課題があれば、委員に提案いただきたい。
（委員）
　障害がある子どもたちは、18歳で終るわけではなく、それから先をどうするかというところを、考えていかないといけないと思う。例えば、二次障害が出てきた時にどうするか、あるいは、肢体不自由のある子どもたちが小学校に入る時、18歳を越えた時、どういうふうにスムーズに次につなげていくか、療育福祉センターとほかの所とどういうふうに連携を取っていくかというのが課題ではないかと思う。
（障害保健福祉課）
　確かに、二次障害への対応、あるいは、小学校に上がる際の相談も大切な部分であるが、今回は療育福祉センターの肢体不自由児部門のあり方について検討いただいているところである。療育センターについては、通園部門や相談支援部門もあり、今後それぞれ検討会を設けて、あり方を検討したいと思っている。これらのことは、相談支援の範疇に含まれるのではないかと思うので、然るべき検討会で検討させていただきたいと思う。
（委員）
地域の連携を療育福祉センターにリーダーシップを取ってもらい、しっかりやっていかないと、1回きりになってしまう。地域との温度差が出てくると、せっかくのいい点も薄れ、いい視点でやっているのに効果が表れないこともある。
４　閉　会　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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